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南海トラフ臨時情報発表時の対応方針について
（概要版）
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臨時情報に対する基本的な考え方
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臨時情報が発表される現象について
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臨時情報が発表されるまでの流れ
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臨時情報発表時にとるべき防災対応（巨大地震注意）

必要に応じて避難を自主的に実施
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臨時情報発表時にとるべき防災対応
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臨時情報発表時にとるべき防災対応（巨大地震警戒）

（高齢者等事前避難対象地域：17区、18区）

事前避難の実施：１７区、１８区に高齢者等避難を発令
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事前避難対象地域について（巨大地震警戒）

17区、18区を指定

指定なし

可能な限り知人宅や親類宅等への避難、それが難しい住民は避難所に避難
避難所の運営は避難者が自ら行い、必要最低限のものを各自で準備
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防災対応

１ 臨時情報（巨大地震注意）が発表された場合  

（１）避 難
後発地震やそれに伴う津波に備えるため、親類や知人宅等を基本とした自主
避難の検討を呼びかけ、必要に応じて自主的な避難を促す。

（２）避難所の開設 
自主的な避難の段階であるため避難所は開設しない。開設の状況に至った場
合に速やかに開設できるよう準備を整える。

（３）役場・学校・保育所
それぞれ注意対応にとどめ、通常どおりの業務や授業等を継続する。

２ 臨時情報（巨大地震警戒）が発表された場合 

（１）避 難
17区、18区に高齢者等避難を発令する。

（２）避難所の開設 
知人宅や親類宅等に避難できない住民のため避難所を開設する。

（３）役場・学校・保育所
役場は災害対応業務を優先し通常業務を原則継続
学校等は１週間を基本として休校（休園）する。
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